〔要　求〕

	３．人事評価制度の制度設計・運用について
（１）新たな人事評価制度については、その導入目的について、以下の点に留意すること。

①　人事評価制度は、総人件費削減を目的としないこと。
②　人事評価制度は、職員間に競争や格差をもたらすことを目的とせず、職員の人材育成・能力発揮を促すことを目的とし、その観点で設計すること。あわせて、継続的な能力開発が可能となるよう、総合的人材育成計画を作成し、職員のキャリアアップを支援すること。
③　評価制度の信頼性が確立しない限り賃金への反映は行わないこと。
④　評価結果が良くない職員に対して、研修等適切なフォロー施策を行うこと。フォロー施策の実施にあたっては退職強要を疑われることのないようにすること。

（２）制度導入時には以下の手順で行うとともに、随時、制度の見直しを行うこと。

①　人事評価制度は、直ちに全職員を対象とするのではなく、まずは管理職を対象とすること。
②　人事評価制度の導入にあたっては、試験的な実施やその他の調査を十分に行うこと。国家公務員の例も踏まえ、十分な試行期間を確保すること。
③　本格的な実施前に、必ず試行内容の確認を行うこと。人事評価制度の導入後には、制度・運用の定期的な見直しを制度化すること。

（３）具体的な制度設計にあたっては以下の点について、留意して制度設計すること。
①　能力・実績評価について

ア）人事評価制度においては、評価対象者の職種、職務、職責、職位に応じ、能力評価と実績評価を適切に組み合わせること。
イ）能力評価は長期的な視点に立ったものとし、職務を通じて発揮した能力に着目したものとすること。能力評価の対象は、性別・性格・人格・思想信条など職務に関係のない項目は排除すること。あわせて、職務別の能力要件をあらかじめ具体的に明確にすること。
ウ）実績評価は、一律的・画一的に導入するのではなく、職務権限に対応し、行政目的の達成に有効と認められ、かつ、業務目標が自主的に設定できる職種・職務や職責に応じたものとすること。
エ）評価項目・評価基準は中長期的な能力の発展段階に応じた基準とし、職務内容に即して作成されること。
オ）標準職務遂行能力については、職制上の段階ごとに求められる能力は、自治体や職場の規模などの要因で組織により異なることから、それぞれの自治体や職場の特性に合わせたものとすること。

②　人事評価制度については、「公平・公正」「透明」「客観」「納得」の４原則が担保される評価制度とすること。具体的には以下について、十分に配慮した制度とすること。　

ア）公平・公正性について

ⅰ）現行人事制度の下における、職種間・男女間等の不当な格差を払拭するものとすること。

ⅱ）絶対評価・加点主義評価を採用すること。
ⅲ）取得を承認された休暇・休業が原因で評価が下がるような仕組みでないこと。家族的責任に対して適切な配慮があること。
ⅳ）障害者が障害のために不利益な評価を受けることがないよう、適切な措置を行うこと。

	ⅴ）議会事務局、教育委員会事務局、病院事務局など首長部局と任命権者が異なる職場に勤務する職員については、首長部局と共通の評価制度とすること。

イ）透明性の確保について

ⅰ）評価項目・評価基準をあらかじめ職員に開示すること。
ⅱ）評価基準は、評価者・被評価者にわかりやすいものとすること。
ⅲ）評価結果の人員分布の状況について、職種ごとに、男女別、職位別、部署別に公表すること。

ウ）客観性の確保について

ⅰ）評価項目・評価基準は職務内容に基づくものとし、性格・人格に関わる評価は絶対に行わないこと。
ⅱ）多面的評価を採用し、部下による上司の評価を併せて検討すること。
ⅲ）個々の評価者の評価がより公平・公正、客観性が確保されたものとなるよう、評価者訓練（研修）を定期的かつ十分に行うこと。その評価者訓練は、第１次評価者から最終評価者までを対象とすること。
ⅳ）被評価者の日常業務を把握している職員を第１次評価者とすること。

エ）納得性の確保について

ⅰ）評価者と被評価者が対話する仕組みとすること。
ⅱ）評価結果について、すべての被評価者に対して文書で本人開示し、説明を行うこと。
ⅲ）評価の活用結果も、本人に開示し説明を行うこと。

（４）新たな人事評価制度の導入にあたっては、苦情解決制度を設け、以下の点について留意すること。

①　労働組合の役員又は推薦者が参加する、公平・公正で中立性の高い苦情解決機関を常設すること。また、構成員の男女比率についても配慮すること。
②　苦情解決機関は、次のとおりとすること。

ア）非現業職員における「評価結果」の苦情解決については、人事委員会・公平委員会の措置要求制度とは別に、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議と同様の組織形態（労使同数）をもった苦情解決委員会を設置し、これを活用すること。
イ）現業職員・公企職員における「評価結果」の苦情解決については、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議を活用すること。

③　苦情解決機関が評価結果・評価手続を不適切と判断した場合、評価結果の修正または再評価の実施を人事当局に対して命じるなどの権限を苦情解決機関に持たせること。
④　苦情解決機関での協議結果は、その都度制度・運用の見直しに反映すること。
⑤　相談窓口・相談員の設置など、職員がより相談しやすい環境を整備すること。


〔解　説〕
（１）改正地方公務員法が2016年４月１日に施行され、各地方公共団体で人事評価制度の導入が義務付けされました。地公法改正前から人事評価制度を導入している単組や、地公法改正後に試行を開始した単組、地公法施行にあわせて試行を開始した単組など、単組によって議論状況は様々です。
　しかし、ほとんどの単組で評価結果の活用の課題が遅かれ早かれ直面する課題となります。
　活用にむけては十分な試行期間を確保することや、運用・試行するなかでの評価制度自体の改善に基づく、人事評価制度への信頼性が担保されたうえでなければなりません。

　この間、自治労としては４原則（公平・公正性、透明性、客観性、納得性）２要件（労働組合の関与、苦情解決システムの構築）を新たな人事評価制度に対する基本的方針としてきました。

　各単組とも制度自体は導入した形をとられていますが、改めて４原則２要件が具備された制度となっているか検証を行い、制度改善を求めていかなければなりません。

　具体的には第57回定期大会で確認した「人事評価制度等に関わる単組交渉の指針」を活用します。

（２）一方で、総務省や道市町村課からは評価結果の活用を迫られていることから、当局が強行提案し、評価結果の活用を余儀なくされた場合は段階的な導入を追求します。
　　〔段階的導入の具体例〕
	
	管理職員
	一般職員

	
	制度運用
	勤勉手当
	昇給
	制度運用
	勤勉手当
	昇給

	第１段階
	○
	×
	×
	×
	×
	×

	第２段階
	○
	×
	×
	○
	×
	×

	第３段階
	○
	○
	×
	○
	×
	×

	第４段階
	○
	○
	×
	○
	○
	×

	第５段階
	○
	○
	○
	○
	○
	×

	第６段階
	○
	○
	○
	○
	○
	○


	

	人事評価制度等に関わる単組交渉の指針
地方自治体に人事評価制度の導入、等級別基準職務表の条例化および級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表等を義務付ける内容の地方公務員法等の改正案が４月25日に成立し、５月14日に公布された。総務省は2015年４月から試行を開始し、2016年４月から本格実施というスケジュールを想定しているため、これまで独自に人事評価制度を導入している自治体以外の自治体では、今後制度の導入にむけた準備が進められることが予想される。
今回導入される人事評価制度について総務省は「職員を能力・業績の両面から評価し、任用・給与・分限その他の人事管理の基礎とする」と定義している。これは人事評価制度はあくまで「人事管理の基礎」にすぎないものであることを総務省が認めているということであり、仮に任用・給与等の勤務条件への反映を行う場合においては当然交渉事項となる。さらに、人事評価制度そのものの在り方についても勤務条件に影響を及ぼす可能性がある以上、組合との十分な交渉と協議の上で設計する必要があることを意味している。
自治労はこの間、「人事制度の民主的な改革をめざして」として、４原則（公平・公正、透明、客観、納得）２要件（労働組合の関与、苦情解決システムの構築）を具体的指針として対置し取り組みを進めてきた。今後進められる人事評価制度の導入に当たっては、設計段階から労働組合との十分な協議と合意、４原則２要件の担保と制度の信頼性が確立しない限り、賃金への反映には反対の姿勢で取り組みを進めていく。そしてその交渉にあたっては「Ⅰ　制度導入にあたっての指針」として、まずは制度導入の目的や労使交渉・協議の方法について確認し、その上で、「Ⅱ　具体的な制度設計に関する指針」「Ⅲ　苦情解決制度の構築に関する指針」にもとづき、交渉・協議を進めることとする。なお、４原則２要件の具体的内容についてはⅡ－２．およびⅢで示している。
また、あわせて等級別基準職務表の条例化および級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表等に対する指針も記載する。
Ⅰ　制度導入にあたっての指針
１．合目的性の確保
　人事評価制度を導入する目的を明確にして、納得性を確保する必要がある。
（１）人事評価制度は、総人件費削減を目的としないこと。
（２）人事評価制度は、職員間に競争や格差をもたらすことを目的とせず、職員の人材育成・能力発揮を促すことを目的とし、その観点で設計すること。あわせて、継続的な能力開発が可能となるよう、総合的人材育成計画を作成し、職員のキャリアアップを支援すること。
（３）評価制度の信頼性が確立しない限り賃金への反映は行わないこと。
（４）評価結果が良くない職員に対して、研修等適切なフォロー施策を行うこと。フォロー施策の実施にあたっては退職強要を疑われることのないようにすること。
２．労働組合の関与の確保
　組合員・職場の目線に立った制度となるよう、労働組合が人事評価制度に関与・参画するシステムを確立する。
（１）人事評価制度の導入にあたっては、十分な労使交渉・協議を行うこと。
（２）人事評価制度の検討に際しては、労使検討委員会等の常設機関を設置すること。
（３）人事評価制度の導入後においても、労使交渉・協議のもとで制度・運用改善を行うこと。
（４）評価結果の活用については交渉事項であることを確認すること。
３．導入時の手順と見直しの制度化
　人事評価制度の導入に際しては拙速を避け、導入後も常に点検を行わなければならない。なお、導入の際は改正法附則第３条第１項の規定にも留意する。
（１）人事評価制度は、直ちに全職員を対象とするのではなく、まずは管理職を対象とすること。
（２）人事評価制度の導入にあたっては、試験的な実施やその他の調査を十分に行うこと。国家公務員の例も踏まえ、十分な試行期間を確保すること。
（３）本格的な実施前に、必ず試行内容の確認を行うこと。人事評価制度の導入後には、制度・運用の定期的な見直しを制度化すること。
Ⅱ　具体的な制度設計に関する指針
１．能力・実績に関わる指針
　人事評価の対象については、評価対象者区分と能力評価・実績評価を適切に組み合わせなければならない。
（１）人事評価制度においては、評価対象者の職種、職務、職責、職位に応じ、能力評価と実績評価を適切に組み合わせること。
（２）能力評価は長期的な視点に立ったものとし、職務を通じて発揮した能力に着目したものとすること。能力評価の対象は、性別・性格・人格・思想信条など職務に関係のない項目は排除すること。あわせて、職務別の能力要件をあらかじめ具体的に明確にすること。
（３）実績評価は、一律的・画一的に導入するのではなく、職務権限に対応し、行政目的の達成に有効と認められ、かつ、業務目標が自主的に設定できる職種・職務や職責に応じたものとすること。
（４）評価項目・評価基準は中長期的な能力の発展段階に応じた基準とし、職務内容に即して作成されること。
（５）標準職務遂行能力については、職制上の段階ごとに求められる能力は、自治体や職場の規模などの要因で組織により異なることから、それぞれの自治体や職場の特性に合わせたものとすること。
２．評価制度そのものに関する指針
　「公平・公正」「透明」「客観」「納得」の４原則が担保される評価制度でなければならない。
（１）公平・公正の確立
①　現行人事制度の下における、職種間・男女間等の不当な格差を払拭するものであること。
②　絶対評価・加点主義評価を採用すること。
③　取得を承認された休暇・休業が原因で評価が下がるような仕組みでないこと。家族的責任に対して適切な配慮があること。
④　障害者が障害のために不利益な評価を受けることがないよう、適切な措置を行うこと。
⑤　議会事務局、教育委員会事務局、病院事務局など首長部局と任命権者が異なる職場に勤務する職員については、首長部局と共通の評価制度とすること。
（２）透明性の確保
①　評価項目・評価基準をあらかじめ職員に開示すること。
②　評価基準は、評価者・被評価者にわかりやすいものとすること。
③　評価結果の人員分布の状況について、職種ごとに、男女別、職位別、部署別に公表すること。
（３）客観性の確保
①　評価項目・評価基準は職務内容に基づくものとし、性格・人格に関わる評価は絶対に行わないこと。
②　多面的評価を採用し、部下による上司の評価を併せて検討すること。
③　個々の評価者の評価がより公平・公正、客観性が確保されたものとなるよう、評価者訓練（研修）を定期的かつ十分に行うこと。その評価者訓練は、第１次評価者から最終評価者までを対象とすること。
④　被評価者の日常業務を把握している職員を第１次評価者とすること。
（４）納得性の確保
①　評価者と被評価者が対話する仕組みとすること。
②　評価結果について、すべての被評価者に対して文書で本人開示し、説明を行うこと。
③　評価の活用結果も、本人に開示し説明を行うこと。
Ⅲ　苦情解決制度の構築に関する指針
（１）労働組合の役員又は推薦者が参加する、公平・公正で中立性の高い苦情解決機関を常設すること。また、構成員の男女比率についても配慮すること。
（２）苦情解決機関は、次のとおりとすること。
①　非現業職員における「評価結果」の苦情解決については、人事委員会・公平委員会の措置要求制度とは別に、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議と同様の組織形態（労使同数）をもった苦情解決委員会を設置し、これを活用すること。
②　現業職員・公企職員における「評価結果」の苦情解決については、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議を活用すること。
（３）苦情解決機関が評価結果・評価手続を不適切と判断した場合、評価結果の修正または再評価の実施を人事当局に対して命じるなどの権限を苦情解決機関に持たせること。
（４）苦情解決機関での協議結果は、その都度制度・運用の見直しに反映すること。
（５）相談窓口・相談員の設置など、職員がより相談しやすい環境を整備すること。
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